麻薬毒劇物グループ
１ 毒物劇物取締業務

（単位：千円）

	予算額

決算額
	㉙1,596

㉙  827
	㉚1,470
㉚  989
	①494
①137


                                                   　 　　　　　 　　
(1)  毒物及び劇物取締法関係申請事務
  　毒物及び劇物取締法に基づく近畿厚生局長権限の毒物劇物製造業及び輸入業登録関係の審査・進達業務を行うとともに、大阪府知事権限の毒物劇物製造業及び輸入業登録関係の審査業務を行った。当該申請に係る処理方法としては、FD申請並びに電子媒体に基づく登録等業務を行った。
　また、毒物及び劇物取締法に基づく毒物劇物販売業登録・特定毒物研究者許可・特定毒物使用者指定・毒物劇物業務上取扱者届出に係る関係事務処理を行った。
　なお、登録申請及び構造設備の重要な変更に係る届出等については、当該製造（営業）所の実地調査を行った。

　［近畿厚生局長権限の毒物及び劇物登録申請等進達件数］
	
	区　分
	登　録
	更　新
	登録変更
	書  換
	再交付
	届　出
	合　計
	

	
	製造業
	2(0)
	8(0)
	18(8)
	0(0)
	0(0)
	15(8)
	43(16)
	

	
	輸入業
	12(2)
	40(2)
	115(4)
	1(0)
	1(0)
	56(4)
	225(12)
	

	
	合　計
	14(2)
	48(2)
	133(12)
	1(0)
	1(0)
	71(12)
	268(28)
	


                    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（  ）は保健所分を再掲
　［知事権限の毒物及び劇物登録申請等件数］
	
	区　分
	登  録
	更  新
	登録変更
	書  換
	再交付
	届  出
	 合　計
	

	
	製造業
	12(6)
	29(9)
	21(7)
	3(0)
	0(0)
	68(30)
	133(52)
	

	
	輸入業
	6(1)
	7(3)
	4(1)
	0(0)
	0(0)
	16 (2)
	33( 7)
	

	
	合　計
	18(7)
	36(12)
	25(8)
	3(0)
	0(0)
	84(32)
	166(59)
	


                   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （  ）は保健所分を再掲
　［毒物及び劇物販売業登録申請等件数］
	
	   区　　　分
	登 録 等
	更   新
	書   換
	再 交 付
	届出(廃止・変更)
	  　合　計
	

	
	販  売  業
	26(26)
	65(65)
	4(4)
	0(0)
	108(108)
	203(203)
	

	
	特定毒物研究者
	3(3)
	－
	0(0)
	0(0)
	7(7)
	10(10)
	

	
	特定毒物使用者
	4(2)
	－
	0(0)
	0(0)
	2(0)
	6(2)
	

	
	業務上取扱者
	0(0)
	－
	－
	－
	5(5)
	5(5)
	

	
	   合　　　計
	33(31)
	65(65)
	4(4)
	0(0)
	122(120)
	224(220)
	


         　　　　     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （  ）は保健所分を再掲
　(2) 毒物劇物（製造・輸入・販売）施設への立入検査
      毒物劇物（製造・輸入・販売）施設に対する監視指導については、毒物及び劇物取締法の規定に　　 基づいて、危害防止の観点から製造所等への立入検査を行い、違反者に対しては必要な改善を指示す　 ることなど必要な措置を講じ、毒物劇物の保管・管理・譲渡・交付について万全を期するよう指導の    徹底を図った。
　 [毒物劇物取締実績（製造・輸入）]
	
	年
度
	                業種
 事項
	製　造　業
	輸　入　業
	合計
	

	
	
	
	大 臣
	知 事
	大 臣
	知 事
	
	

	
	元
年度
	登録施設数
	67
	282
	258

	78
	685
	

	
	
	立入検査施設数
	12
	44
	56
	13
	125
	

	
	
	違反発見施設数
	0
	0
	3
	0

	3
	

	
	30年度
	登録施設数
	63
	262
	239
	61
	625
	

	
	
	立入検査施設数
	45
	184
	226
	42
	497
	

	
	
	違反発見施設数
	2
	3
	2
	2
	9
	

	
	29

年
度28
年
度
	登録施設数
	67
	269
	251
	67
	654
	

	
	
	立入検査施設数
	17
	59
	61
	12
	149
	

	
	
	違反発見施設数
	0
	3
	3
	0
	6
	


[毒物劇物取締実績（販売業等）]
	
	年
度
	　　　　　　業 種
　事 項
	販  売  業
	特
定
毒
物
研
究
者
	特
定
毒
物
使
用
者
	法第22条第1項の者
	法
第
22
条
第
5
項
の
者
	合
計
	

	
	
	
	一
般
	農
業
用
品
目
	特
定
品
目
	
	
	電
気
め
っ
き
業
	金
属
熱
処
理
業
	運
送
業
	し
ろ
あ
り
防
除
業
	
	
	

	
	元年度
	登録・届出等施設数
	1,001
205205
	75
	12
	40
	21
	11
	1
	31
	0
	-


	1,192
	

	
	
	立入検査施設数
	226
	31
	2
	2
	0
	0
	0
	4
	0
	0
	265
	

	
	
	違反発見施設数
	3
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3
	

	
	30年度
	登録・届出等施設数
	1,096
	89
	17
	43
	18
	12
	1
	33
	0
	-
	1,309
	

	
	
	立入検査施設数
	199
	8
	3
	0
	2
	10
	1
	6
	0
	0
	229
	

	
	
	違反発見施設数
	2
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2
	

	
	29年
度28
年
度
	登録・届出等施設数
	1,173
	100
	21
	47
	19
	14
	1
	36
	0
	-
	1,411
	

	
	
	立入検査施設数
	217
	4
	1
	2
	0
	1
	0
	1
	0
	3
	229
	

	
	
	違反発見施設数
	5
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1
	6
	


   (3)  農薬危害防止運動（６月～８月）
大阪化学工業薬品協会等の関係諸団体の協力のもとに、毒物及び劇物取締法等関係法令の周知
徹底を図るとともに、農薬の性質・作用及び危害防止方法並びに農薬の適正な使用方法、保管管
理等、農薬に関する正しい知識の普及を図り、危害の防止に努めた。
 (4)  講習会開催状況
        　毒劇物営業者等　　　　　　2回
毒物劇物業務上取扱者等　　1回
　　　　○根拠法令　　毒物及び劇物取締法

２ 麻薬等取締指導
（単位：千円）

	予算額

決算額
	㉙4,602

㉙1,952
	㉚4,497
㉚2,762
	㉛4,615
㉛2,443


 (1) 麻薬及び向精神薬取締法・大麻取締法・覚醒剤取締法・あへん法関係事務
麻薬及び向精神薬取締法、大麻取締法、覚醒剤取締法、あへん法の規定に基づく免許、指定、
登録に関する事務を行った。
［麻薬及び向精神薬の免許・登録関係事務実績］

	
	区　　　　　　分
	免  許・登  録
	再 交 付
	合　計
	

	
	 麻薬卸売業者
	13(    6)
	0( 0)
	13(    6)
	

	
	 麻薬小売業者
	1,742(  799)
	0( 0)
	1,742(  799)
	

	
	 麻薬施用者
	　10,375(5,392)
	53(25)
	10,428(5,417)
	

	
	 麻薬管理者
	629(  304)
	　　　2( 1)
	631(  305)
	

	
	 麻薬研究者
	146(   89)
	0( 0) 
	146(   89)
	

	
	 向精神薬試験研究施設の設置者
	14(    7)
	0( 0) 
	14(    7)
	

	
	       合　　　　　　　計
	12,919(6,597)
	55(26)
	12,974(6,623)
	


（  ）は保健所分を再掲
[麻薬廃棄届件数]
	
	麻薬廃棄届
	2,447(1,291)

	
	調剤済麻薬廃棄届
	2,673(1,314)

	
	合　　　計
	 5,120(2,605)


（  ）は保健所分を再掲
［麻薬小売業者間譲渡］
	
	許可申請
	102 ( 61)

	
	追加届
	32 ( 17)

	
	変更届
	31 ( 15)

	
	返納届
	10 (  6)

	
	再交付
	3 (  1)

	
	     合　　計
	178 (100)


 （　 ）は保健所分を再掲
［大麻研究者免許関係事務実績］

	
	 免          許
	　47 ( 21 )

	
	 登録事項変更届
	3 (  0 )

	
	 免許取消申請    
	10 (  6 )

	
	合　　計
	60 ( 27 )


（  ）は保健所分を再掲

［覚醒剤及び覚醒剤原料取扱者指定関係事務実績］
	
	           区　　　　　　　分
	指  定

	
	 覚　 醒 　剤 　製造業者
	0 ( 0 )

	
	 覚　 醒 　剤　 施用機関
（国の開設する覚醒剤施用機関を除く）
	0 ( 0 )

	
	 覚　 醒　 剤 　研究者
	47 (28 )

	
	 覚 　醒 　剤　 原料製造業者
	1 ( 0 )

	
	 覚 　醒　 剤 　原料輸出業者
	1 ( 1 )

	
	 覚　 醒 　剤　 原料輸入業者
	0 ( 0 )

	
	 覚　 醒 　剤　 原料取扱者
	17 ( 7 )

	
	 覚 　醒　 剤 　原料研究者
	9 ( 5 )

	
	合　　　　　計
	75 (41 )


                                         （  ）は保健所分を再掲

(2)  麻薬営業者等への立入検査
麻薬等について、麻薬及び向精神薬取締法、覚醒剤取締法、あへん法、大麻取締法、薬剤師法の規定に基づいて、適正な使用を確保するため麻薬取扱者等の施設に立入検査を行い、その保管・管理面で指導の徹底を図った。
また、向精神薬について、府内に盗難・紛失事故が相次いで発生していることから、麻薬及び向精神薬取締法の規定に基づいて向精神薬取扱者等の立入検査を行い、取扱状況の確認と保管管理の徹底指導を行った。
［麻薬及び大麻取扱者立入検査実績］
	
	年
度
	業   種
事  項
	麻         薬
	特定麻
薬等原
料卸小
売業者
	大  麻
研究者
	合  計
	

	
	
	
	麻薬卸
売業者
	麻薬小
売業者
	麻薬診
療施設
	麻  薬
研究者
	その他
	小 計
	
	
	
	

	
	元年度
	免許等施設数
	33
	3,788
	4,104
	249
	－
	8,174
	343
	38
	8,555
	

	
	
	立入検査施設数
	3
	827
	358
	35
	－
	1,223
	22
	13
	1,258
	

	
	
	違反発見施設数
	1
	16
	27
	0
	3
	47
	5
	0
	52
	

	
	30年度
	免許等施設数
	32
	3,697
	4,011
	251
	－
	7,991
	342
	38
	8,371
	

	
	
	立入検査施設数
	4
	1,132
	485
	20
	－
	1,641
	26
	0
	1,667
	

	
	
	違反発見施設数
	1
	19
	30
	0
	3
	53
	2
	0
	55
	

	
	29年
度28年
度
	免許等施設数
	33
	3,595
	3,918
	241
	－
	7,787
	358
	36
	8,181
	

	
	
	立入検査施設数
	37
	748
	454
	22
	－
	1,261
	138
	2
	1,401
	

	
	
	違反発見施設数
	0
	30
	31
	0
	1
	62
	2
	0
	64
	


［向精神薬取扱者立入検査実績］
	
	年
度
	　　　　業種
事項
	向精神薬
小売業者
	免許みな
し薬局
	向精神薬
卸売業者
	免許みなし
卸売販売業
	向精神薬試
験研究施設
	向精神薬
診療施設
	合 計
	

	
	元年度
	対象施設数
	－
	4,248
	3
	5,484
	135
	15,483
	25,353
	

	
	
	立入検査施設数
	－
	1,138
	0
	1,304
	14
	358
	2,814
	

	
	
	違反発見施設数
	－
	1
	0
	0
	0
	0
	1
	

	
	30
年
度
	対象施設数
	－
	4,183
	3
	5,415
	136
	15,652
	25,389
	

	
	
	立入検査施設数
	－
	1,164
	1
	1,369
	22
	485
	3,041
	

	
	
	違反発見施設数
	－
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	

	
	29
年
度28
年
度
	対象施設数
	－
	4,092
	3
	5,293
	138
	15,425
	24,951
	

	
	
	立入検査施設数
	－
	762
	1
	1,936
	4


	454
	3,157
	

	
	
	違反発見施設数
	－
	1
	0
	0
	0
	0
	1
	


［覚醒剤及び覚醒剤原料取扱者等立入検査実績］
	
	年
度
	　　　　業 種
事 項
	覚　醒　剤
	覚　醒　剤 原 料
	合
計
	

	
	
	
	製
造
業
者
	施用機関
	研
究
者
	小
計
	輸
入
業
者
	輸
出
業
者
	製
造
業
者
	取
扱
者
	業取

務扱上者
	研
究
者
	小
計
	
	

	
	
	
	
	大臣
指定
	知事
指定
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	元年度
	許可・届出施設数
	0
	2
	0
	68
	70
	4
	3
	2
	82
	－
	59
	150
	220
	

	
	
	立入検査施設数
	0
	0
	0
	20
	20
	2
	2
	2
	11
	－
	5
	22
	42
	

	
	
	違反発見施設数
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2
	8
	0
	10
	10
	

	
	30
年
度
	許可・届出施設数
	0
	2
	0
	68
	70
	4
	3
	2
	84
	－
	57
	150
	220
	

	
	
	立入検査施設数
	0
	0
	0
	2
	2
	1
	0
	1
	14
	－
	3
	19
	21
	

	
	
	違反発見施設数
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	11
	0
	11
	11
	

	
	29
年度28
年
度
	許可・届出施設数
	0
	2
	0
	68
	70
	1
	4
	1
	86
	－
	55
	147
	217
	

	
	
	立入検査施設数
	0
	0
	0
	7


	7


	1
	2
	2
	96
	－
	5
	106
	113


	

	
	
	違反発見施設数
	0
	0
	0
	0
	0


	0
	0
	0
	0
	3
	0
	3
	3
	


(3)　危険ドラッグ販売店に対する立入調査等

　　府内危険ドラッグ販売店は平成27年3月31日時点で０件となったことから、インターネット販売サイトの監視を強化し、販売サイトから危険ドラッグの買上調査を実施した。

　　大阪府薬物指定審査会を5回開催し答申を受け、条例第9条の規定に基づき合計15物質を（第1回:

２物質、第2回:３物質、第3回:３物質、第4回:３物質、第5回:４物質）を知事指定薬物に指定した。

　　
(4)  けしの不正栽培取締
けしの不正栽培については、27件 4,957株のけしが発見された。いずれも悪質な違反者はなく、自然発生もしくは鑑賞用として不注意に栽培していたものであった。

　　　
(5)  大麻・けしの不正栽培防止運動（５、６月）
大麻取締法、あへん法等の周知徹底と大麻・けしに対する正しい知識の普及により不正栽培の防止及び自生の大麻・けしの撲滅を図る。
(6)  講習会開催状況
  対象者：麻薬及び向精神薬取扱者　1回
(7)  麻薬中毒関係事務
麻薬及び向精神薬取締法第58条の2～5に基づく届出又は通報による麻薬中毒者は０名であり、医療上の中毒者０名であった。
麻薬中毒観察指導対象者については、麻薬中毒者相談員による観察指導など必要に応じて継続観察指導調査を行っている。

    　○根拠法令　麻薬及び向精神薬取締法、覚醒剤取締法、あへん法、大麻取締法、

医薬品医療機器法、大阪府薬物の濫用の防止に関する条例

３　覚醒剤等乱用防止対策事業                                                                           　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	予算額
決算額
	㉙2,875
㉙2,079
	㉚2,875
㉚2,000
	①2,875
①2,364


　　                                                                                          平成３１年３月に策定した「大阪薬物乱用『ダメ。ゼッタイ。』第五次戦略」に基づき、薬物乱用防止事業の推進に努めた。
(1)　大阪府麻薬覚せい剤等対策本部会議等の開催

大阪府麻薬覚せい剤等対策本部の事務局として、連絡協議会及び専門部会（啓発、取締及び乱用依存症者対策）を開催した。

　　　　　啓発対策部会　　　　　令和２年１月１６日

　　　　　取締対策部会　　　　　令和２年１月３１日

　　　　　乱用依存症者対策部会　令和２年２月２８日

(2)　薬物乱用防止指導員の設置
　地域啓発の担い手として、薬物乱用防止指導員を委嘱し、キャンペーンや講習会を実施いただくことで、地域に密着した薬物乱用防止対策の推進に努めた。さらに、薬物乱用防止指導員に対し、覚醒剤等乱用防止に関する知識を深めるため、薬物乱用防止研修会を開催した。
（薬物乱用防止指導員数３８３人うち教育講師１１５人）

(3)　「ダメ。ゼッタイ。」普及運動

　６月２０日～７月１９日の運動期間において、関係機関及び団体と連携して、街頭キャンペーンやポスターの掲出を行った。また、７月７日には、街頭キャンペーンを実施し、大学生ボランティアと共に薬物追放を訴えた。
(4)　麻薬覚醒剤乱用防止運動　　
麻薬覚醒剤乱用防止期間（１０月１日～１１月３０日）には、関係機関及び団体と連携して、１０月６日並びに１１月２２日には、街頭キャンペーン等を実施するとともに、薬物乱用防止啓発活動に功績のあった個人及び団体に対し、知事表彰状の授与並びに知事感謝状の贈呈を行った。

(5)　 青少年層に対する啓発

関係機関（府警、教育委員会、健康医療部等）が連携し、全ての中学・高校で薬物乱用防止教室を開催するよう推進した。また、大学生に対する啓発として、新入生オリエンテーション時にチラシ配布、カレッジフェスタでの啓発を行った。さらに、啓発ポスターを作成し、地域、学校、駅、商業施設等に掲出することで、薬物乱用防止啓発を推進した。
[講習会・キャンペーン実績（薬務課に報告のあったもの）]

講習会開催回数　　　　　３５７回

キャンペーン実施回数　　  ８７回


